
 

研 究 報 告 書 

「野生動物装着センサ用の時空間情報補正機構」 

研究タイプ：通常型 

研究期間： 2015 年 10 月 ～ 2019 年 3 月 
研 究 者： 小林 博樹 

 

１． 研究のねらい 

 

図１：本研究のイメージ 

本研究は「野生動物自身がウェアラブルセンサを持ち歩き、単独行動時に取得した空間情

報を、集団行動時に省電力で共有し、シンクノードまで誘き出して非接触通信(充電)して回収

する機構」の実現を目的としている。 

都市部に近い環境(人間社会に近い環境)での調査においては、ユビキタスセンサネットワ

ークや携帯電話等による調査が実現している。しかしながら、野生動物の生息環境では極め

て限られた電源・情報インフラ網しか利用できない。具体的には、利用者が極めて少ない地域

つまりこのような野生動物の生息環境(森林の地表付近)においては、インフラサービスの採算

性が問題になる(国土総面積の約 7 割は携帯電話圏外、注：人口カバー率ではない)。実環境

要因の問題も発生する(衛星電波不感地帯)。また、ユビキタスセンサネットワーク設置のため

には国立公園や所有者や行政等ステークホルダーとの調整に多大な労力が必要である。ま

た屋外設置のセンサであり設置・運用・環境コストも莫大になる。その一方で停滞する経済活

動の中、我が国で新たな生態調査用の基盤を構築し、数十年間の運用を行う余地はほとんど

ない。また、生息地の人工建築物は野生動物への脅威となる。つまりシンクノードやドローンを

設置・運用すると周囲の野生動物が居なくなってしまう問題がある。そこで野生動物ウェアラブ



 

ルセンサが注目される。小型軽量なセンサを装着して 2 年程度の調査を行うものであるが、

装着可能な重量は体重の 2％程度に限られる。森林の地表に生息する動物は体重の軽い小

型陸生哺乳類であり、位置情報を取得するための慣性航法記録装置等の装着・運用は困難

である。またセンサで取得した記録を回収するには、野生動物を再捕獲するか、装着型テレメ

トリ送信機を用いるしかない。しかし再捕獲可能な野生動物の生息範囲やテレメトリの通信範

囲は極めて限られる。従って調査範囲拡大も困難である。つまり、野生動物の調査を広範囲・

長期間行うには、電源・情報インフラが存在しない生息地の空間情報を、最小限のコスト・最

大限の効率で取得するシステムが求められる。 

 

 

２． 研究成果 

（１）概要 

本提案では、まず調査対象である野生動物の各個体が保有する縄張りや、個体の習性

や思考力を逆利用したウェアラブルセンサによりセンシング可能範囲（研究テーマ A）の課題

解決を目指した。そして野生動物装着型センサをシンクノードまで誘き出して非接触通信(充

電)で記録情報を回収する機構によりセンシング時間（研究テーマ B）の課題解決を目指し

た。そして最小限のシンクノードと野生動物装着型センサを用いた時空間情報の補正機構

によりセンシング精度（研究テーマ C）の解決を目指した。そして、本さきがけ研究成果を活

用して実際に社会課題（研究テーマ D）の解決を目指した。研究活動は研究者が所属する空

間情報科学研究センターで実施した。動物を用いた評価実験を行うため、麻布大学獣医学

部動物応用科学科介在動物学研究室（菊水教授）のもとで犬を実際に飼育し、評価実験を

同研究室の獣医らと共同で実施した。また、フィールド評価としては東京大学秩父演習林の

標高 1200ｍ付近にあるサイバーフォレストプロジェクト研究施設を活用して実施した。そし

て、社会課題の解決支援に向けたシステム有効性評価実験を福島第一原子力発電所周辺

の立ち入り禁止区域（帰還困難区域）で実施した。実際にプロトタイプを開発し、それぞれの

フィールドで有効性評価を行った。これらの成果から、研究者の所属機関とフランストゥーロ

ン大学は国際協定を締結した。フランストゥーロン大学にはチェルノブイリ事故対応を行った

情報学の研究者らが所属している。そして 2018 年からは東京大学国際展開事業として国際

的な共同研究へ発展した。 

 

（２）詳細 

研究テーマ A「野生動物個体群の縄張り網と重畳した動物装着センサ群(♀と♂等)による分

散型センシング機構」 

本機構では動物同士の接触時(すれ違い)に着目している。動物同士が接近した際に生じ

る習性行動の特徴量を3軸加速度センサーで解析し、通信機器のWakeの引き金として動物

装着センサ間の間欠通信を実現させる。つまり動物個体間の遭遇時における特徴量を 3 軸

加速度センサーで合成加速度として取得し、閾値により通信機器の Wake 制御を行なう事に

より省電力なデータ運搬を実現させる。予備研究では実際に獣医の許可を得てプロトタイプ

を開発し、連携研究室である麻布大学伴侶動物研究室の犬を対象とする実験に成功してい



 

る(図 4-6)。また 2017 年 2 月には牛を対象とする実験に成功している。以上により「野生動物

個体群の縄張り網と重畳した動物装着センサ群(♀と♂等)による分散型センシング機構」を

実現した。Multimodal Technologies and Interaction で成果を発表した。(図 2-3) 

研究テーマB「動物装着型センサをシンクノードまで誘き出し、長時間の非接触通信(給電)を

実現する形状機構」 

タグ装着の動物を誘き出して情報を取得するユビキタス基盤である、物理的な刺激を用い

て動物を「誘き出す機構」と、誘き出された動物に装着しているタグと「非接触通信(給電)す

る機構」を開発した。そして、連携研究者が飼育する犬を用いて有効性の評価を行った。誘

き出す機構に関してペットの犬を対象とし、犬小屋の内部形状をヒントに、非接触通信(給電)

動作に必要な行動制限や行動停止が起こりやすい条件を明らかにした。具体的にはスチレ

ンブロックを使用して、高さ方向や幅方向の内部形状変更による犬の姿勢評価を通じて、小

屋への入場を阻害せず、かつある程度の姿勢制御が可能な条件を見つけることが出来た。

この内部形状条件を利用して、床と両壁部 3 か所に非接触ステーション、犬体部には両肩、

腹の計 3 か所に非接触コイルを貼りつけて非接触通信評価を行った。結果、肩部でかなり安

定した非接触通信状態を作ることに成功し、評価に使用した2匹の犬でコイルが非接触通信

(給電)可能な位置に存在することが確認出来た。以上が「動物装着型センサをシンクノード

まで誘き出し、長時間の非接触通信(給電)を実現する形状機構」の研究成果である。    

(図 4-5) 

研究テーマ C「環境音を用いて動物装着型センサでシンクノード上と同等の時刻・位置情報

取得を行う補正手法」 

この補正機構はインフラが制限されたような区域においても用いることが可能な航空音を

利用した位置測位手法である。この手法は実際に手動計算で野生動物の位置を誤差 900m 

程度で位置同定を実現している。これを最終的には自動で位置同定を行えるようにする必

要があるため、具体的には、位置同定を行う際に環境音に含まれる航空機音を用いている

がその判定は調査員が手動でラベル付することにより行っている。この位置同定を行うまで

に必要となる周辺環境音と航空音を自動で分類することが本研究の大枠となる。我々は、 

この課題に対し SVM および音声認識で MFCC を用いることにより環境音に含まれる航空

機音の自動分類を試みる実験および評価を行った。分類の結果、今回は分類性能が最大

95.0%と言う結果を得られた。また、単純処理と比較して MFCC 処理の分類精度が向上して

いることが判明した。その結果、今回用いた環境音であれば SVM と MFCC を用いた航空音

分類が可能であることが判明した。(図 6-7) 

 

研究テーマ D「社会課題の解決支援に向けたユーザビリティとシステム高度化」 

国際原子力機関のチェルノブイリ原発事故報告書では、被曝した野生動物群の数世代に

渡る被爆状況とその影響の調査は、学術的・社会的に非常に重要であると報告されている。

東京大学の石田(生物と科学 2013)は、福島第一原子力発電所周辺の、特に高濃度の放射

性物質が検出されている阿武隈山地北部地域において、野生動物の被曝モニタリングを行

っている。本モニタリングでは、自動録音装置を設置し、500 地点以上を動物音声の取得を



 

目標しているが、長期に渡って継続的に情報取得を行うためには、研究者の労力だけでは

困難と報告している。しかし、このような中山間では電源・情報インフラが存在しないため実

現が難しい。そこでこうした空間で増加する動物(害獣)を用いた「AI を用いた動物装着型マイ

ク網による高線量空間可視化」により目的を達成できると考えた。環境音情報可視化のため

には「調査員の聞き取り」を「環境音自動判別 AI」に組みこむことが必要である。AI の要求

する 1/1000 秒の精度で、非熟練の調査員が聞き取り結果を記録することは難しいが、熟練

の調査員は少数であるため聞き取りできる時間数は限られる。調査員の熟練度を考慮しな

がら、調査員が能率良く判別を実施でき、かつ AI にとって利用しやすい聞き取りデータの集

積方法とその実現に適したユーザインターフェースを検討・実装する。環境音情報の解析と

可視化については、Human Computation を利用するものと利用しないものの 2 種類に分

かれる。Human Computation を利用しないものについては Farina らが周波数成分を用い

て Biodiversity index を計算したことを嚆矢として数多く存在する。しかし、この方法では種

構成がわからないという限界がある。Human Computation を利用するものでも、既存の方法

では調査者の継続的な調査参加率は低いとされてる。本研究ではこの点を改善した。8 層畳

み込みニューラルネットワークを基礎として、調査員の聞き取りをヒント(図 8 右)とした機械学

習(human computation)に適切な AI について実装・評価した。成果を Multimedia Tools and 

Applications で発表した。(図 8-9) 

 

 
 

 

図 2：動物間ネットワーク端末を装着した帰還

困難区域内の動物の様子 

 

図 3：動物間ネットワーク端末を用いた場合

の有効性評価結果  A B 

 

 
 

 

 
 

図 4：動物装着型センサまで誘き出し、長時 図 5：動物装着型センサまで誘き出し、長時

装着側 基地局側 



 

間の非接触通信(給電)を実現する形状機構

の構成部品 

間の非接触通信(給電)を実現する形状機構

の動作確認状況 

 

 
 

 

 
 

図 6：環境音を用いて動物装着型センサでシ

ンクノード上と同等の時刻・位置情報取得を

行う補正手法 

図 7：環境音に含まれる航空音のスペクトラ

ム 

 

 
 

 

 
 

図 8：評価実験を実施した帰還困難区域（福

島第一原子力発電所から 10 キロ地点） 

図 9：帰還困難区域に生息するウグイスの

鳴き声の 1 年間分を可視化した例 
 

 
３． 今後の展開 

都市環境においては電源供給可能な場所も多く固定型センサも存在する。また、携帯電話

等の情報システムの利用による参加型センサ群により効率よい観察が実現できると考えられ

る。しかし、野生動物の生息地では極めて限られた電源・情報インフラ網しか利用できない。

固定型センサ設置のためには電柱等の設置や行政等ステークホルダーとの調整に多大な労

力が必要であり、また屋外設置のセンサであるため、設置・運用コストも莫大になる。このよう

に、森林全体をセンシングするような大規模センシングを固定設置型センサのみで展開するこ

とは経済的に合理的ではない。昨今、人間社会による環境負荷の調査が世界各国で始まって

いるが、この動きを加速化するために、まず生態環境の様相を安価に高効率でセンシングす

るための技術体系の創出が必須である。本研究では、ⅰ)現実的に利用可能な最小限の固定

型センサ、ⅱ)生息する野生動物を用いた空間情報センシング、そしてⅲ)野生動物自身による

取得情報のアップロードが有望な手法であると信じその実用化の探求を行う研究である。今



 

後、本研究成果が実用化されることで有害鳥獣対策や動物由来感染症対策に貢献する。 

 

 

４． 自己評価 

研究テーマ A と研究テーマ B、研究テーマ D については達成度は 100％である。一方、研究

テーマ Cは 70％である。研究実施体制や事務体制については問題がないが、天候不順や災

害（落石・斜面崩壊）による計画遅延などが発生した。研究成果としては、本さきがけで研究

開発した情報技術を用いて福島原発事故対応を実現した。本シーズは有害鳥獣や感染症対

策の応用が考えられるが、本計画にいては事故対策を優先したため実施していない。ただし、

今後の展開を考えて海外共同機関との MOU 締結を達成した。 

元来から、動物の行動とヒトの行動に共通する点が多いために、ヒト以外の動物で明らかに

された事象がヒトの社会生活の解釈に応用されることが多い。 このため、動物向けのシステ

ムを解決すべく、ヒト向けに特化したシステムを再び動物に応用する本研究でのアプ ローチ

は、新しい流れだと言える。これはこの 10 年程度で急速に進展したウェアラブルコンピューテ

ィング技術の恩恵である。はヒトに適応したアルゴリズムやシステムの方が高精度となってい

るが、このようにヒトと他の動物の差を改めて数値的に表せた点で、本研究の果たした役目

は大きい。 
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